
これまでの火山防災に係る調査企画委員会

での検討内容について

令和３年８月２３日

火山防災に係る調査企画委員会（第７回）

資料２



これまでの火山防災に係る調査企画委員会での検討内容について
【目的】
• 関係機関が同じ方向に向かって、一体的に火山防災対策を推進するため、火山防災として取り組むべきテーマ毎に、施策・研究の方向性を検討
• 連携のための調整や連携して取り組むべき施策・研究の検討
• 個別に検討を進める必要性が高い事項の抽出、一体的な火山防災対策の推進

＜火山防災として取り組む
べきテーマを設定＞

・行政ニーズや行政の課題を踏まえ
たテーマ設定

＜施策・研究の方向性を提
示＞
（※は火山防災対策会議への方向性
の提示時期）

・研究の動向と技術レベルを整理し、
今後の方向性と連携を推進する事
項を整理

＜一体的に火山防災対策
を推進＞

・関係機関の連携を推進（具体的な
仕組みの検討等）

・今後の方向性を踏まえた関係機関
による取組を推進

降灰
H31.4※

③ハザード予測
（影響範囲）

R2.9 ※

①噴火予測・前兆現象の
評価 R3.9予定※

②噴火後の推移の評価
R3.9予定※

火山活動により変
化した地形データ
の共有［R３.3取り

まとめ］

「火山防災に係る調査企画委員会」等に
ついて、今後の進め方・役割等に対する
意見交換
（第１回（平成３０年７月５日） ）

「降灰対策に資する施策・研究の方向
性」のとりまとめに向けた意見交換
（第２回（平成３１年３月２７日））

火山防災の施策・研究の方向性に係る
テーマ設定に対する意見交換

（第３回（令和元年７月１７日））

火山防災の施策・研究の方向性（案）
に対する意見交換
（第４回（令和２年３月１９日））

「③ハザード予測（影響範囲）」に資す
る施策・研究の方向性のとりまとめに向け
た意見交換
（第５回（令和２年８月２５日））

「①噴火予測・前兆現象の評価」「②噴
火後の推移の評価」に資する施策・研究
の方向性のとりまとめに向けた意見交換
（第６回（令和３年３月８日） ）

「④観測」に資する施策・研究の方向性
のとりまとめに向けた意見交換
（令和3年度予定）

火山防災に係る調査企画委員会
における検討の全体的な流れ

④観測（令和3年度検討予定）

検討チーム設置 検討チーム設置

降灰調査
データ共有ス
キーム［R2.3

取りまとめ］

火山防災に係る調査企画委員会に
おける主な議事火山防災として取り組むべきテーマ（①～④）の設定及び検討状況
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火山毎の中長期的な噴火リスク評価

「噴火予測・前兆現象の評価（火山毎の中長期的な噴火リスク評価）」に資する施策・研究の方向性について（報告案） 【概要】

２．技術的課題と解決方策の検討

研究目標 具体的なアプローチ

• 噴火履歴調査の充実した一部の火山における地質データに基づくマグマ噴火の可能性の統計的な評
価手法の開発

• マグマ蓄積過程の把握

• ４９火山における噴火履歴調査を踏まえた統計的なマグマ噴火の可能性評価の実施

• 噴火履歴とマグマ蓄積状況の組み合わせによるマグマ噴火の可能性の評価手法の開発

• 噴火に至るまでのメカニズムを踏まえたこれまでの長期間の観測データ等を活用した噴火の可能性の確
率評価手法の確立

【技術的課題】 今後１００年程度以内に起こり得る噴火の可能性の評価に有効な指標の作成

• 噴出量・噴火時期の誤差の評価と必要な噴火履歴に関する地質データの質・量の整理
• 噴火履歴に関する地質データの統計処理方法の開発・検証
• 階段ダイアグラムを用いたマグマ噴出率の長期的変化の理解
• 繰り返し測地・測量、GNSS観測、InSAR解析等により検出したこれまで長期間の火山性地殻変動
データの精度検証と事例の蓄積・整理

• 火山周辺の地殻変動を解析・評価する手法の高度化（GNSS観測データのスタッキング、InSAR時系
列解析等）

• マグマ噴火の可能性の統計的な評価手法を踏まえた噴火履歴調査の実施
• 噴火履歴が少ない火山におけるマグマ噴火の可能性の評価手法の開発
• マグマだまり把握手法の高度化・開発によるマグマ蓄積量の把握

• 噴火の可能性の確率評価に有効な指標の整理・検証
• 噴火に至るまでのメカニズムの解明

１．現状と期待

• 中長期的（今後１００年程度以内）な噴火の可能性の評価手法の開発及び評価

• 基礎データとなる噴火履歴調査やマグマ生成・蓄積・移動のプロセスの解明等の基礎研究

３．今後実施すべき施策・研究の方向性

比較的短期

中期

最終的

（5年程度）

（10年程度）

現状

研究への
期待

• 火山噴火予知連絡会は、全国の活火山を対象に、有史以降の噴火履歴や過去１００年程度の噴火活動及び地震・地殻変動等の火山活動状況をもと
に、「中長期的な噴火の可能性の評価について」を平成２１年６月にとりまとめ、火山防災のために監視・観測体制の充実等の必要な火山を選定した。

• しかしながら現時点で選定された５０の火山の中で、噴火リスクの程度に応じ、防災対策を充実させるための火山の優先順位付けは行われていない。

• 噴火リスクの程度に応じて、防災対策の優先度の高い火山を明らかにするためには、火山毎に中長期的（今後１００年程度以内）な噴火の可能性を定
量的に評価する手法の開発が必要である。

４．速やかに検討すべき事項

⚫現状

• 中長期的な噴火の可能性の評価手法の開発に必要な火山毎の噴火履歴調査

の蓄積が異なると同時に、地殻変動等のデータの蓄積状況も異なる。

• これらの調査・観測は、必ずしも想定される災害等の防災上の観点からの優先度
を考慮して進められていない。

⚫今後の取組

• 調査企画委員会において、火山毎に「噴火履歴調査の実施状況」、「過去数十年程度の地

殻変動等の観測データによるマグマ蓄積状況」に加え「噴火により想定される被害」を整理し、

中長期的な噴火の可能性の評価手法を検討する火山を検討する。

• 優先度をつけた計画的な噴火履歴調査を実現するための体制についても検討する。

＜中長期的な噴火の可能性の評価手法を開発する火山の選定＞

• 火山毎の中長期的な噴火リスク評価には、「噴火の可能性の評価」と、「噴火に伴う影響」を総合的に評価することが必要

• 現在の火山学の知見では火山毎に中長期的（今後１００年程度以内）な噴火の可能性を定量的に評価することが困難であり、まずは調査・研究を推進することが重要

• 噴火履歴調査が充実している火山において、噴火履歴から火山噴火の中長期予測につなげる評価手法の開発を進める火山を選定することが必要

• 対象とする火山に優先順位を付して、着実かつ速やかに噴火履歴調査を進めることが重要
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水蒸気噴火の予測

「噴火予測・前兆現象の評価（水蒸気噴火の予測）」に資する施策・研究の方向性について（報告案） 【概要】

２．技術的課題と解決方策の検討

１．現状と期待

【潜在的に水蒸気噴火が起こり得る火口域の特定】
• 水蒸気噴火の起こり得る可能性の高い想定火口域の特定に向けた精密地形分析や地下構造把握手法の開発
及び調査

• 精密地形分析や地下構造調査に基づく、観測を充実させるべき想定火口域の特定

研究目標 具体的なアプローチ

【潜在的に水蒸気噴火が起こり得る火口域の特定】

• 地形判読や地殻変動状況の解析による地下比抵抗構造を調査する想定火口域の整理

• 浅部熱水系の状態把握に必要な地下比抵抗構造調査方法の確立

【噴火切迫度の評価】

• 既存の地震・地殻変動データ解析手法の実装

【潜在的に水蒸気噴火が起こり得る火口域の特定】

• 地下比抵抗構造探査に基づく水蒸気噴火の可能性の高い想定火口域の特定

【噴火切迫度の評価】

• 地震・地殻変動観測データから水蒸気噴火の可能性が高い想定火口域の特定

• 火山ガスも含めた総合的な判断による予測の精度向上

【噴火切迫度の評価】

• 火山現象の科学的な理解および想定火口近傍での高精度な観測データに基づく、シミュレーション等を踏まえた

予測

• 地下比抵抗構造調査による浅部熱水系の状態把握

• 火山体内部状態把握手法の高度化・開発（地震波速度構造や地震波散乱特性の時空間変化の把握手

法、火山性地震活動度の応力応答性を用いた熱水系状態把握等）

• 火山ガスと水蒸気噴火の相関性の解明

• 物理・化学過程に基づく火山噴火に至る過程の解明（地下の熱水や火山ガスの移動のモデル化等）

【技術的課題】 規模の小さな前兆を捉えるための観測を充実させるべき想定火口域の特定手法や、観測データから迅速に噴火切迫度を評価する手法の確立

• ４９火山の赤色立体図による地形判読（噴火が起こったことのある火口の特定）

• InSAR解析による常時観測火山の地殻変動状況の網羅的な精査

• 地下比抵抗構造調査結果の検証・整理に基づく調査方法の標準化

• 微小地震も含めた地震活動モニタリング手法（Matched Filter法、エンベロープ相関法、ASL法等）の検証と

実装（常時自動処理化）

• 火山体内部状態変化の推定手法（発震機構や起震応力場の解析等）の検証と実装（常時自動処理化）

３．今後実施すべき施策・研究の方向性

⚫現状
• 水蒸気噴火の予測精度向上のため、地震、火山ガス、地殻変動等の観点からそれぞれの分野毎に

研究が実施されているが、分野横断的な研究は十分でない。

• 関係機関が所有する既存調査データには、水蒸気噴火の予測に重要な想定火口域の推定に有効

なデータが存在する。

⚫今後の取組
• 調査企画委員会において、火山活動の監視能力の向上のための、分野横断的な研究内容や研究

連携体制とその実現方策について検討する。

• 水蒸気噴火の予測に重要な想定火口域は、防災対応を検討するうえでの基礎的な情報でもあるため、

想定火口域の推定に必要な関係機関が所有する既存調査データの共有方策についても検討する。

＜水蒸気噴火の予測精度向上のための連携研究＞
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現状

研究への
期待

• 気象庁は観測データに基づき活動を評価し、噴火警報を発表しているが、水蒸気噴火はマグマ噴火と比べて、規模の小さな前兆現象が観測機器で検知困難な場合や、前兆現
象の発生から噴火までの時間が短い場合が多く、防災対応を執るために必要な時間的猶予のある噴火警報の発表ができるとは限らない。

• 水蒸気噴火において、より確実に噴火前に警報発表がなされ、住民・登山者等の適時的確な避難が可能となるためには、噴火のおよそ数カ月前から噴火直前までの、規模の小
さな前兆の把握と即時的な前兆の評価手法の確立が必要である。

４．速やかに検討すべき事項

水蒸気噴火の予測には、「潜在的に水蒸気噴火が起こり得る想定火口域の特定」と「噴火切迫度の評価」を組み合わせることが必要

• 大学や気象庁等が連携し地下構造調査を推進し、水蒸気噴火の起こり得る可能性の高い想定火口域を特定し、水蒸気噴火の起こり得る可能性の高い想定火口域での観測の充実により、噴火切迫度を評価することが重要

• 気象庁は噴火警戒レベルの判定基準を継続的に精査し、その際には、大学や研究機関等の知見もふまえて検討を加えるとともに、気象研究所は火山監視へ新たな解析手法を実装する際には、大学や研究機関の協力を得ながら、開発を主導することが必要

比較的短期

中期

最終的

（5年程度）

（10年程度）

【噴火切迫度の評価】
• 水蒸気噴火の起こり得る可能性の高い想定火口域を踏まえた観測の最適化
• 地震及び地殻変動等の観測データに現れる異常を迅速に検知する手法の開発及び実装
• 地震動、地殻変動、火山ガス等の多項目な観測に基づく火山現象の解明研究の連携とそこから得られる噴火前兆
監視技術の高度化



「噴火後の推移の評価」に資する施策・研究の方向性について（報告案） 【概要】

研究目標 具体的なアプローチ

• 火山噴出物、観測データ、歴史資料に基づく過去の噴火事例とその時の災害事例の整理とその類型化

• 火山噴出物や地震動、地殻変動、火山ガス等の観測による火山現象の解明に資する研究を防災情報につなげる取組

【技術的課題】 噴火後の推移を科学的に予測・評価する手法の確立

⚫現状

• 火山噴出物や、地震動、地殻変動、火山ガス等の観測に基づき、噴火後の推

移に資する研究が実施されているが、これらの分野横断的な研究は十分でない。

⚫今後の取組

• 調査企画委員会において、火山活動が継続している火山を対象として、大学や研究機関等は

噴火後の推移の評価に資する分野横断的な共同研究を推進すべきであり、分野横断的な研

究内容や研究連携体制とその実現方策について検討する。

現状

研究への
期待

• 現在の火山学の知見では、噴火規模や噴火様式の推移や、噴火活動の終息時期を予測することが困難である。気象庁は、得られた観測データに基づき、
過去の観測事例や類似火山の事例を参照して作成した判定基準により、火山活動を評価しているが、火山活動は必ずしも過去の活動と同様の推移をた
どるわけではない。

• 住民の適時的確な避難のための噴火警戒レベルの切替・解除には、噴火規模・様式、噴火活動の終息時期の早期把握が有効であり、噴火後の推移
予測手法の開発が必要である。

＜その他の検討内容＞
噴火の開始後、我が国でこれまでおよそ１万年に１回の頻度で発生している大型のカルデラを形成する噴火活動に至るかの知見は非常に限られており、それを予測することは極めて困難であり、過去事例の蓄積が重要

＜噴火後の推移の評価の高度化のための連携研究＞

• 過去の被害を付記した火山防災対策にも活用可能な噴火・火山災害事象系統

樹の作成による可能性のある噴火推移の網羅的把握

• 可能性のある噴火推移の絞り込みによる噴火推移予測の高度化

• 個別の火山の活動特性を加味した、噴火メカニズムの科学的な理解に基づく噴火

推移モデル（噴火事象系統樹など）を踏まえた噴火推移の予測・評価

• 噴火した場の情報や観測データ等を加味した事象分岐の論理及び確率を踏まえた噴火推移モデルの構築

• 噴火様式とその変化を規定する要因の解明

• 事象分岐の判断のための火山噴出物や地震動・地殻変動・火山ガス等の観測データの即時的な

把握と他火山も含めた過去データとの比較

• 火山災害を記した歴史資料の調査と地質調査の照合

• 地質記録に残りにくい火山現象（火砕サージ等）の被害の推定

• これまでの長期間の火山噴出物や地震動・地殻変動・火山ガス等の観測データの蓄積と整理

噴火推移は研究途上であり、噴火規模、噴火様式の推移、噴火活動の終息時期を予測し、被害を軽減するため、研究の推進とともに、研究成果を段階的に施策に反映することが必要

比較的短期

中期

最終的

（5年程度）

（10年程度）

• 大学や国の研究機関等は火山噴出物や、地震動、地殻変動、火山ガス等の観測データの組み合わせによる噴火推移及びそれに伴う火山災害の評価やその対策まで含めた研究を連携して取り組むことが重要

• 噴火発生時に、火山近傍の観測機器が被害を受けるような状況下においても、少しでも有効な防災情報を出すことを可能とする方策を検討する必要

• 防災対応や推移の評価に活用しやすいデータベースが構築できれば、避難⾏動等の検討を⽀援するとともに、研究・技術開発の促進が期待

２．技術的課題と解決方策の検討

１．現状と期待

３．今後実施すべき施策・研究の方向性

４．速やかに検討すべき事項

4



「ハザード予測（影響範囲）」に資する施策・研究の方向性について（報告案） 【概要】

２．技術的課題と解決方策の検討

研究目標

• 監視カメラによらない即時的な噴火の検知と火口位置の特定
• 火山活動により変化した地形データの迅速な把握
• 噴出した溶岩量の迅速な把握

【技術的課題】
• リアルタイムハザードマップの計算に必要な火口位置・地形・噴出量の迅速な把握技術の高度化

１．現状と期待

具体的なアプローチ

• 噴火の検知手法の高度化・開発（地震・空振等の観測データの組み合わせによる検
出能力の向上等）

• 火口位置の特定手法の高度化・開発（地震波・空振の機動アレイ観測による微小な
水蒸気噴火の位置特定等）

• 衛星やUAV等を活用したDEM（数値標高モデル）の作成技術の高度化・開発
• 衛星やUAV等を活用した溶岩流の流下範囲・流下速度の調査技術の高度化・開発

現状

研究への
期待

火山防災協議会は、避難等の防災対応をとるべき危険な範囲を明示するため、火口位置や噴火規模等を想定して火山ハザードマップを検討し、火山災害
警戒地域に指定されている４９火山全てでハザードマップの策定がなされている。
国土交通省は、降灰後の土石流・融雪型火山泥流・溶岩流・火砕流を対象に、事前の想定と異なる現象が発生した場合や、実際の火山活動状況を踏
まえて、速やかに土砂災害の影響範囲を推定して防災対応に資することを目的に「火山噴火リアルタイムハザードマップシステム」を導入している。しかしな
がら、計算に必要となる主な入力データを求めるためには、新たな火口位置の特定や変化した地形の再計測、噴出した溶岩量の推定が必要となる。

事前の想定と異なる現象が発生した場合、土砂災害の影響範囲の計算に必要な、火口位置、地形データ、噴出した溶岩量を迅速に把握する手法の開
発が必要である。

リアルタイムハザードマップの計算に必要な火口位置、地形データ、噴出した溶岩量の迅速な把握は、短期的に実現できる可能性があるが、より高精度、迅速に把握するための技術
開発は継続すべきである。
＜その他の検討内容＞
山体崩壊は生命に対する危険性が高く、我が国でも発生事例があるものの、山体崩壊の影響が及ぶ範囲を予測するための知見が十分でなく、その発生箇所や規模を予測することは
困難であり、そのための研究についても実施すべきである。
また、溶岩流等の影響範囲のシミュレーションの高度化や、火砕流や山体崩壊等による津波等の二次災害に関する研究も継続して実施すべきである。

⚫より高精度かつ即時的な、噴火発生の検知と火口位置の特定のための取組の推進と、その手法の開発に資する研究
⚫衛星やUAV等のリモートセンシング技術を用いて、地形データを迅速に把握するための研究や、山体地形の変化、噴出した溶岩量や溶岩流等の時空間分布を迅

速に把握するための地形データを活用する研究
⚫火口位置、山体地形の変化、噴出した溶岩量や溶岩流等の時空間分布を迅速に把握するための地形調査とその調査結果の情報共有

３．今後実施すべき施策・研究の方向性

比較的短期

（5年程度）

４．速やかに検討すべき事項

⚫現状
火山活動により地形が変化した際、DEM等の地形データの作成やそのための調査は、主にリモートセン
シング技術を活用して、個々の機関がそれぞれの必要性と目的に応じて個別に実施しており、必ずしも
効率的とは言えない。例えば、DEM等の地形データを共有することにより、より詳細な時間変化の情報
が得られる。しかしながら、現時点では火山活動により変化した地形データを共有する仕組みがない。

⚫今後の取組
調査企画委員会のもとに、行政機関として内閣府、国土交通省水管理・国土
保全局砂防部、国土地理院、気象庁の実務者、国の研究機関として防災科
学技術研究所、宇宙航空研究開発機構、土木研究所の実務者及び大学の
有識者による検討体制を構築し、調査観測に関する事項として調査観測計画
の共有、データ共有に関する事項として共有するデータ、共有データベース、
共有手法、共有するデータの取り扱いについて、防災対応に資するよう検討。

＜火山活動により変化した地形データの共有＞
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火山活動により変化した地形データ共有の検討チーム報告 【概要】

３.火山活動により変化した地形データの共有のために構築すべき仕組み

１．火山活動により変化した地形データ共有の仕組みの必要性

• 火山活動による溶岩の流出や降灰等によって、山体の地形変化が
生じることがある。

• 地形データは、火山災害の影響範囲の推定に必要なうえ、火山活
動の評価の基礎となるデータの収集、火砕流や土石流のシミュ
レーションの研究等に有用。

• 特に近年、住民の避難誘導に資するため、国土交通省では火山の
状況変化に応じ土砂災害の影響範囲を想定するリアルタイムハ
ザードマップの整備を推進。

• 火山活動による地形変化後に各機関が取得した地形データは、他
機関においても防災目的に活用できる可能性があり、研究・技術
の開発促進も期待。

２．地形データの取得・共有の現状

共有するデータ

共有手法

• データ提供機関と利用機関との間で最適のデータ共有方法を用いる。

共有するデータの取扱い

国土交通省
砂防部局

• リアルタイムハザードマップの計算
のため。

気象庁
• 活動評価及び噴火警報発表の

参考とする。

国土地理院
• 火山活動による地形変化が収束し

た後、火山基本図データの作成・更
新や電子国土基本図の更新のため。

研究機関
• 火山活動による地形変化の把握、

解析技術の高度化等の研究のため。

火山活動により変化した地形データ共有の仕組みが必要

【緊急時】
• 防災対応には火山活動の状況に応じて柔軟に対応することが必要。
• 不確実な情報も含めて共有していくので、データ提供機関と利用機関が相互信頼のもと適切な情報を共有することが必要。
• 平常時から必要な情報や課題認識を共有し、緊急時に情報を迅速に共有。
• データ共有の範囲は、データ提供機関が判断することを基本とし、データ利用を希望する機関へ共有するよう努める。

• データ利用機関は、データ提供機関と相談して、DEMやDSMのデータ
フォーマットをあらかじめ調整。

• DEM、DSM以外のデータは、データ提供機関と利用機関であらかじめ
個別に相談する。

４.今後の取組

迅速な防災対応に資するよう、火山活動により変化した地形データの各機関間での共有のあり方や、保管・蓄積、共有の仕組みについて検討した。

• データ提供機関は、その調査観測の予定や実
施状況について、それぞれの防災対応の障害と
ならないことに留意しつつ、様式や体裁にこだわ
ることなく、可能な範囲で随時利用機関に共
有。

• データ提供機関と利用機関との意思疎通を円
滑にするため、各機関の実情に合わせて電子
メールやビジネスチャット等のツールを活用。

• データ提供機関は、地形データを自らのウェブサイトに公開するよう努め、国土地理院へのリンクを介して、一元的なデータ蓄積をはかる。国土地理院は、リンク集の運用・維持に努める。
• 宇宙航空研究開発機構からALOS-3(2021年度打ち上げ予定)の画像データの提供を受ける機関は、このデータを活用して高精度かつ比較的短期間で地形データを作成する方法やそのデータ精度を検討。
• 国土交通省砂防部局は、速報性を重視した手法によりデータ提供機関が取得した地形データをリアルタイムハザードマップへ活用する可能性について検討し、国土地理院はノウハウ等の情報連携を実施。

基本方針

調査観測の現況の共有 取得した地形データの共有（緊急時） 取得した地形データの共有（平常時）

【平常時】
• 平常時は、火山活動により変化した地形データを研究等に活用する

など、関係機関以外も含めた幅広いニーズに対応。
• データ提供機関が保有する地形データは公開を基本とする。

共有するデータ

共有手法

• データ提供機関が自らのウェブサイトにアーカイブ公開する。
• 火山別に各機関の取得した地形データを一覧できるよう、各機関の
公開したデータへのリンク集を、国土地理院の既存のウェブサイト
を活用して作成。

共有するデータの取扱い

• データ提供機関がアーカイブ公開した地形データ。

• 各データ提供機関の取扱ルールを適用する。
• データ提供機関と利用機関で柔軟な対応を行う。 • データ提供機関の取扱ルールであるコンテンツ利用規約に従う。

活用目的 特徴等

航空レーザ
測量

• 広範囲かつ高精度の地形データ取得が可能で、数cm～30cm程度（高さ方向）
の精度。

• 公共測量作業規程による業務委託で実施した場合、約200日かかる。

写真測量
• 有人機は広範囲の地形データ取得に適しているが、無人機は比較的限られた狭い

範囲となる。
• 0.7ｍ～10ｍ程度（高さ方向）の精度。

SAR観測
• 雲などの影響を受けずに画像取得が可能。
• 精度は気象条件や観測条件等により異なる。

衛星
立体視

• 噴火時の規制範囲の影響を受けず、定期的に広範囲の地形データを取得可能であ
るが、光学衛星であるため、雲がある場合には取得できない。

• 2011年まで運用していたALOS衛星の後継機を2021年度に打ち上げ予定。

民間航測会社：噴火警戒レベルに応じた飛行規制。
公共測量作業規程によらない手法を用いることにより、精度よりも迅速性を優先させてデータを取得することが技術的には可能。

共有の現状：(他機関への共有)個別の要請に応じてデータ提供機関と利用機関との間で共有、(一般公開)それぞれの利用規約に基づき公開
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「観測」に資する施策・研究の方向性について 【概要】

常時観測 火山活動活発時の観測

現状

• 気象庁は火山防災のために選定した５０の火山において、噴火警報等を適確に
発表するために、火山観測施設を整備し、火山活動を２４時間体制で監視。

• しかしながら、地下構造等の内部状況を反映した観測点配置となっていない。また、観測点の
配置は電力や通信等のインフラの制約を受け、さらに過酷な設置環境下では、安定的・継続
的な観測が難しい。

• 気象庁は、火山活動に異常が見られた場合、火山機動観測班を派遣し、観測機器の設置や現地での
調査を実施。大学や研究機関等も観測体制を強化し、気象庁に情報を提供。

• しかし、火山活動に応じた機動観測を行う体制の充実は十分でない。また、火口近傍等の危険箇所での
観測・調査のための立ち入りが困難な場合がある。

研究への期待
• 噴火警報等の適確な発表に必要な観測データを確実に取得するため、火山特性を踏まえた、

観測点の最適化を実現するために有効となる観測技術の高度化・開発が必要。
• 噴火警報等の適確な発表に必要な観測データを確実に取得するため、火山活動に応じた最適な機動観

測に有効な観測技術の高度化・開発が必要。

１．現状と期待

４．速やかに検討すべき事項
⚫現状
火山活動活発時に関係機関が協力した火山観測、データ共有が重要であるが、

これらの協力体制構築のための事前調整は十分とはいえない。

⚫今後の取組
活動活発時における観測に係る協力体制の構築については事前調整が重要。気象庁では、
火山専門家を集めて観測体制及び連携協力について議論を行ってきた。これを活かし、火山
活動活発時に迅速かつ効果的に協力ができる体制の構築に取り組む。

２．技術的課題と解決方策の検討

比較的短期

中期

最終的

研究目標 具体的なアプローチ

• 火山体内部状態を踏まえた有効な
観測点の項目・配置計画の検討
手法の構築

• 火口近傍などの過酷環境下での安
定した観測手法の構築

• ４９火山における火山体内部状
態を踏まえた常時観測点の項目・
配置計画の作成

• 新たな観測手法による高精度な
アレー観測技術の開発

• 効率的観測のための観測機器発

適確な噴火警報発表のための火山
特性に応じた観測の最適化

【技術的課題】
• 火山特性に応じた最適な常時観測の実現と観測技術の高度化・開発

• 地下構造調査が充実している火山における地下構造を踏まえた
有効な観測点の項目・配置の整理

• 大学や民間等が有する観測の情報・ノウハウの共有
• 既存技術を活用した観測データのノイズ低減手法の開発

• 地下構造調査による火山の特徴の分類

• 既設光ファイバーを活用した震動観測技術の開発

• 維持管理が容易な観測機器の開発
• 汎用品を活用した安価な観測機器の開発

• 観測データの相互利用や観測戦略の立案をふまえた観測点の
設置と監視体制強化

研究目標 具体的なアプローチ

• ドローンを活用した危険箇所における観測
• 観測機器の開発による迅速なデータ収集

• 危険箇所における地上観測
• 火山活動の高まりに応じた臨時観測点の

項目・配置計画の作成
• 通信技術の高度化による迅速なデータ

収集

• 適確な噴火警報発表のための火山活動
の高まりに応じた観測の最適化

• ドローンを活用した火山ガス・火山噴出物等の採取・観測技
術の高度化・開発

• 可搬性に優れた小型・軽量・低消費電力の観測機器の開発
• 現場で即時的に分析可能な火山ガス観測装置の

開発

• 現地の状況に応じた機動的な調査と観測点の修繕のための
火山探査ロボットの開発

• 火山活動の高まりに応じた有効な観測項目の整理
• 機動アレー観測データの連続リアルタイム伝送に必要な、無線

通信技術の開発

• 観測データの相互利用や観測戦略の立案をふまえた観測点
の設置と監視体制強化

【技術的課題】
• 火山活動の高まりに応じた最適な機動観測の実現と観測技術の高度化・開発

（5年程度）

（10年程度）

⚫気象庁による迅速にデータを収集するための取組
⚫気象庁や大学等による観測・調査のための技術開発

⚫気象庁による地下構造調査結果等の最新の知見を踏まえた観測体制充実
⚫気象庁や大学等による観測機器や観測技術の開発

３．今後実施すべき施策・研究の方向性

＜緊急時の協力体制の構築＞
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降灰の現地調査の連携・データ共有の検討チーム報告 【概要】

３.今後の降灰の現地調査・データ共有の連携の方向性

１．降灰の現地調査の連携・データ共有の必要性

• 降灰分布状況の把握には、一回の噴火でも多数の地点での調査が必要で、相
当の調査期間や労力を要する。

• 調査の効率化を図るうえでも、様々な機関・研究者が行う現地調査の連携やその
結果の共有が重要。

• 防災に活用する場合には、観測データの取得、並びに情報公開の迅速性も重要。
• 現状では降灰調査は各機関・研究者がそれぞれの必要性と目的に応じて実施し、

その結果を公表しており、その結果をデータベース化することも行われていない。

２．降灰の現地調査の目的と現状

共有調査項目

【共有調査項目】：
各機関・研究者が現地調査を実施した場合に、
調査結果の共有が望ましい項目
【必須共有項目】：
共有調査項目のうち、必ず調査して共有する項目

• 降灰量（降灰厚、単位面積あたりの降灰重量、
降灰の有無のうち、少なくとも１つ）

• 調査地点（試料採取場所、緯度、経度）

• 調査日時
• 調査機関もしくは調査者
• 調査方法（直接観察または聞き取り調査）

• 天気
• 粒径（代表的な粒度、平均最大粒径）

• 発泡度
• 降灰の湿り気
• 火山灰の色

必須共有項目以外の共有調査項目の共有は任意

• 浸透能
• 現地の写真
※赤字は必須共有項目

共有フォーマット

共有手法

• 防災科学技術研究所の火山観測データ一元化共
有システム（JVDNシステム）を活用

共有データの取り扱い

共有されたデータのうち、他の機関・研究者が取得した
データを利用する際は、無断利用を禁止し、データ提供
者に利用許可申請を行うとともに、データの出所を明示
することを条件とした。
防災対応には、データの迅速な公表が求められるため、
行政機関が防災対応のために、共有データの必須共
有項目を利用・公表する場合は、データ提供者への利
用許可申請を必要とせず、データの出所を明示すること
で使用できることとした。

協力体制

• 気象庁は、データ共有の枠組みに参加する各機関・研究者の調査
実施箇所の情報や調査結果をとりまとめる。

噴火前（火山

活動活発時）
噴火後

降灰調査の各
機関・研究者の
連絡体制構築

１以外の場合

各機関・研究者の調査の必要性と目
的に配慮し、連携して現地調査が行
えるような調整を、必要に応じて実施

降灰分布図や等層厚線図などを作成
する場合にも、各機関・研究者による
連携した作成が円滑に実施できるよう
調整

１、気象庁又は各機関・研究
者が連携した調査を必要と判
断した場合

各機関・研究者から確認があれば、収集
した情報等を必要に応じ、共有

各機関・研
究者による降
灰調査の状
況を把握

調査結果の用途 調査目的 調査方法

気象庁
• 降灰の実況情報の発表
• 火山活動の現状把握
• 降灰予報の検証

• 降灰状況の把握、構成物の把握 • 職員による現地調査と聞き取り調査を状
況に応じて実施

国土交通省
砂防部

• 土砂災害緊急情報の発表 • 降灰状況の把握（特に降灰厚
1cm以上の範囲が重要）

• 降灰厚の現地測定や現地試料採取によ
る重量から降灰厚を算出

研究機関・
研究者

• 研究 • 各々の研究に必要なデータの取得 • 研究上必要な現地調査を自ら判断して
実施降灰の現地調査の連携・データ共有の仕組みを整備することが必要

各機関・研究者による降灰調査の状況を把握し、各機関・研究者にその情報を提供する。

• 各機関・研究者は、それぞれの必要性と目的に応じて調査しており、それらを前提に、防災に有効な情報を速やかに共有できるよう、降灰の現地調査の連携・データ共有の仕組みを検討

• 共通のエクセルフォーマットを使用

４.今後の取組

様々な機関・研究者が行う降灰現地調査について、調査の効率化・防災への活用を図るために、調査の連携及びデータ共有の仕組みについて検討した。

• 共有調査項目と必須共有項目を選定

• データ共有におけるガイドラインを作成

• 実運用により今後明らかになる課題解決の検討のための取組を実施
✓ 気象庁が中心となり降灰調査を行う各機関・研究者の実務者による情報共有・意見交換を降灰調査の関係機関で継続的に実施
✓ 防災科学技術研究所はJVDNシステムのさらなる改善を図るため、システム利用者間での検討が促進されるよう、利用者間の連絡体制を構築するとともに、JVDNシステムの維持管理に努

める。
• 本スキームの名称を「降灰調査データ共有スキーム」としたうえで、各機関は本スキームが速やかに運用できるよう、出先機関への周知等の必要な取組を進めるとともに、研究者にも本スキームの
内容を周知し、本スキームへの参加者を増やす活動を行うことが重要。 8


